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(57) Abstract: A n oil drain structure for an oil mist
separator i s provided with a check valve (10) which
opens and closes an oil discharge hole (8) formed in
the lower end of the drain pipe (5) of the oil mist sep
arator. The check valve (10) i s configured fixim: a cir
cular disk-shaped valve body ( 11) which opens and
closes the oil discharge hole (8) from the outside; a
spherical valve head (12) which i s fitted in the tube
section (6) of the drain pipe (5) with a minute gap
(AD) provided between the valve head (12) and the
tube section (6), the minute gap (AD) serving as an
orifice; and a rod- shaped shaft (13) which penetrates
through the oil discharge hole (8) and which connects
the valve body ( 11) and the valve head (12). When
blow-by gas tries to flow back due to a pressure dif
ference between an air intake system and the inside of
an engine, the check valve (10) i s subjected to an up
ward force due to a pressure difference occurring
when the gas flows through the gap (AD), and as a
result, the check valve (10) reliably closes. When oil
i s accumulated to a certain height, the check valve
(10) descends to discharge oil.
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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

本 発 明 は、 オ イル ミス トセ パ レ一 タの ドレイ ンパ イ プ （5 ) の 下 端 部 に形 成 され るオ イ ル 排 出孔
( 8 ) を開閉す る逆止弁 （1 0 ) を備 える。逆止 弁 （1 0 ) は 、オイル排 出孔 （8 ) を外側 か ら開閉す

る円板 状の弁体 （1 1 ) と、 ドレイ ンパ イ プ （5 ) の 筒部 （6 ) 内にオ リフィス とな る微 小間隙 ∆ D を
介 して嵌合 した球 形の弁頭部 （1 2 ) と、オイル排 出孔 （8 ) を貫通 して、弁体 （1 1 ) 纟弁頭部 （上、
2 ) と を連 結 す る棒 状 の軸部 （1 3 ) と、か ら構 成 され る。 吸気 系 と機 関 内部 との圧 力差 に よ って ブ
口一 バ イガ スが逆 流 しょ うとす る と、微 小 間 隙 ∆ D をガスが通 流 す る際 の 圧 力差 に よ って逆 止 弁 （1
0 ) が 上 向 きの 力を受 け、確実 に閉作動す る。オ イルが ある高 さまで溜 ま ると、逆止 弁 （1 0 ) が下 降
し、オイルが排 出され る。



明 細 書

発明の名称 ：オイル ミス トセパ レー夕のオイル ドレイン構造

技術分野

[0001 ] 本発明は、内燃機関のプロ一バイガスを処理するオイル ミス トセパ レ一タ

のオイル ドレイン構造に関する。

背景技術

[0002] 周知のように、内燃機関のヘ ッ ドカバ一には、燃焼室か らクランクケース

に吹き抜 けたプロ一バイガス中のオイル ミス 卜を分離 除去するオイル ミス

トセパ レ一夕が設けられる。 このオイル ミス トセパ レ一タは、衝突板等を用

いてプロ一バイガスか らオイル ミス 卜を分離 し、分離後のガスを吸気系へ供

給するとともに、分離 したオイルを ドレインパイプを通 して内燃機関の内部

へ戻すようになっている。

[0003] ここで、吸気負圧が作用するオイル ミス トセパ レ一夕の内部 と機関内部 と

の圧力差が大 きくなると、機関内部か ら ドレインパイプを通 してオイル ミス

トセパ レ一夕の内部へ才ィルが逆流 した り、 プロ一バイガスによる吸気系へ

のオイルの持ち出 しゃ吹き出 しを生 じるおそれがある。

[0004] その対策 と して、特許文献 1 には、 ドレインパイプの下端開口部つまり才

ィル排出孔を開閉する逆流防止弁を設けたオイルセパ レ一夕が開示されてい

る。上記逆流防止弁は、 ドレインパイプの外周に設けられた複数のガイ ド部

材にスライ ド自在 に係合する複数のァ一厶部材を介 して ドレインパイプの下

端 に接離可能に装着 されている。

[0005] この特許文献 1 では、機関停止時のように、オイル ミス トセパ レ一夕と機

関内部 との圧力差が小さいときには、オイルの自重により逆流防止弁が押 し

下げられてオイル排出孔が開放 される一方、内燃機関の運転中には、吸気負

圧により逆流防止弁が吸引されてオイル排出孔を塞 ぐことでオイルの逆流が

防止され、かつ、 ドレインパイプ内にオイルが溜 まると、オイルのヘ ッ ド圧

により逆流防止弁が押 し下げられてオイルが排出された後、負圧により逆流



防止弁が再び吸引されてオイル排出孔が閉塞される、と記載されている。

[0006] しかしながら、特許文献 1 の逆流防止弁は、 ドレインパイプ下端のオイル

排出孔を外側つまり下側から閉塞する円板状の弁体以外には上記圧力差に応

答する部材を具備 しておらず、弁体自体が圧力差を受けて上方へ移動するこ

ととなる。従って、このような逆流防止弁では、開弁状態での逆流防止弁と

ドレインパイプの下端部との隙間が大きい場合や、オイルミス トセパレ一タ

内の吸気負圧が小さく、オイルミス トセパレ一タ内部と機関内部との圧力差

が小さい場合には、逆流防止弁が吸引されることなく自重により開かれたま

まとなることが懸念される。

[0007] また、弁体に油滴が付着 して逆流防止弁の自重が増加 したような場合には

、さらに、その開閉動作が不安定となる虞がある。

[0008] 本発明の目的は、オイルミス トセパレ一夕と機関内部との圧力差ならびに

溜まったオイルの自重により所期の開閉動作が確実に得られる逆止弁を備え

たオイルミス トセパレ一夕のオイル ドレイン構造を提供することにある。

先行技術文献

特許文献

[0009] 特許文献 1 ：特許第 4 2 9 4 9 4 9 号公報

発明の概要

[001 0] 本発明は、内燃機関のプロ一バイガスからオイルミス トを分離 し、分離後

のガスを吸気系へ供給するとともに、分離 したオイルを ドレインパイプを通

して内燃機関の内部へ排出するオイルミス トセパレ一夕のオイル ドレイン構

ね しヽ こ、

上記 ドレインパイプの下端にオイル排出孔が該 ドレインパイプの軸方向に

沿つて貫通形成されるとともに、このオイル排出孔を開閉する逆止弁を有 し

この逆止弁は、

上記 ドレインパイプの下端よりも下方に位置 し、上記オイル排出孔を下面

側から開閉する弁体と、



上記 ドレイ ンノ《ィプ内に才 リフイス となる微小間隙 を介 して嵌合 し、 かつ

上記 ドレイ ンパ イプの軸方向に移動可能な弁頭部 と、

上記オイル排 出孔 を貫通 して延び、上記弁体 と上記弁頭部 とを連結 した軸

部 と、

を備 えている。

[001 1] 好 ま しい一つの態様 では、上記弁頭部 は、 ドレイ ンパ イプ内で傾 いた と し

てもオ リフィス となる微小間隙が変化 しないように球形 をな している。

[001 2] また、 好 ま しい一つの態様 では、上記 ドレイ ンパ イプは、 少な くとも上記

弁頭部 の移動範 囲においては一定断面形状 を有 している。

[001 3] この よ うな本発明の逆止弁 においては、例 えば、弁体がオイル排 出孔の下

端 開 口よ りも下方 に離 間 して逆止弁が開いている状態で、機 関運転 中の吸気

系の負圧がオイル ミス トセパ レ一タ内に作用すると、 ドレイ ンノ《ィプ内に才

リフイス となる微小間隙 を介 して配置 された弁頭部 が吸気負圧 によ り上方へ

吸引され るため に、逆止弁 を閉弁方向へ確実 に作動 させ ることがで きる。

[0014] つ ま り、 ドレイ ンパ イプ内壁面 と弁頭部 との間には、微小間隙が存在 する

ため、オイル ミス トセパ レ一夕で分離 されたオイルの通流が可能である一方

、機 関内部 の圧力 とオイル ミス トセパ レ一タ内部 の負圧 との圧力差 による才

ィル排 出孔 を通 した プロ一バ イガスの流れ （逆流） に対 しては、上記微小間

隙が一種 の才 リフィス とな り、 ドレイ ンパ イプ内において弁頭部 の上下の間

に圧力差 が生 じる。 この 圧力差 によって弁頭部 が上方へ確実 に付勢 され、軸

部 を介 して連結 されている弁体が、オイル排 出孔 を下面側 か ら閉塞する。

[001 5] な お、通常は、上記微小間隙は油滴 ない し油膜 によってさ らに通路断面積

が狭め られているので、 プロ一バ イガスが殆 ど逆流 しない間に逆止弁が閉作

動する。

[001 6] そ して、一旦閉 じた状態では、オイル排 出孔 を閉塞 している弁体 にも圧力

差 が作用するので、 閉弁状態が保持 され る。

[001 7] —方、 この閉弁状態で ドレイ ンパ イプ内にオイルが溜 ま り、 その油面高 さ

が上昇 して くると、オイルの重力が逆止弁 に下向 きに作用 し、 いずれ逆止弁



が下方へ移動 して弁体がオイル排 出孔 を開放する。 これによ り、 ドレイ ンノく

イブ内のオイルが排 出される。 そ して、オイルの排 出後 は、再び圧力差 によ

つて逆止弁が閉作動する。従 って、 内燃機 関の運転 中は、逆止弁が閉 じた状

態で才ィルが適当量 まで溜 まっては逆止弁が開いてオイルが排 出される、 と

いう動作 を繰 り返す形 とな り、 ドレイ ンパイプ内にオイルが過度 に溜 まるこ

とな く、逆止弁 を概ね閉弁状態 に維持することが可能 となる。

[001 8] —つの態様では、上記弁頭部の密度がオイルの密度 よ りも低 く、 ドレイン

パイプ内に溜 まったオイル中で弁頭部が浮子 と して機能する。従 って、 この

場合 には、オイル中で弁頭部 によ り生 じる浮力が、上記の圧力差 とともに、

逆止弁 を上方 （閉方向）へ付勢する力 となる。

[001 9] なお、上記弁頭部の密度がオイルの密度 よ りも高い場合でも、弁頭部が才

ィル中にあれば、相応の浮力が生 じ、 自重 による逆止弁 を下方 （開方向）へ

付勢 しょうとする力が部分的に相殺 される。

[0020] 上記のように弁頭部 と弁体 とが軸部 を介 して連結 されてなる逆止弁は、軸

部がオイル排 出孔 を貫通 した状態で組み付 け られる。好 ま しい一つの態様で

は、上記逆止弁は、弁頭部 および弁体の一方が弾性変形可能なゴムか らな り

、かつ他方が合成樹脂か らな り、 ゴム部分 を変形 させつつ上記オイル排 出孔

に揷入される。

[0021 ] また、 ドレインパイプのオイル排 出孔の下方 に位置する弁体 に油滴が付着

すると、逆止弁の重力による下方 （開方向）への力が増加 し、所期の圧力差

での閉作動が損なわれる懸念がある。好 ま しい一つの態様では、上記弁体の

下端面が、下方へ突出 した円錐面ない し湾曲面 をな してお り、 これによつて

、油膜の落下が促進 される。

[0022] このように、本発明によれば、簡素な構成であ りなが ら、機 関内部か ら才

イル ミス トセパ レ一夕への ドレインノ《ィプを通 したプロ一バイガスの逆流が

確実 に抑制 される。従 って、吸気系へのオイルの持ち出 しや吹 き出 しが抑制

される。

図面の簡単な説明



[0023] [ 図1]本発明の一実施例に係る逆止弁が適用されるオイルミストセパレ一タを

示す概略構成図。

[図2]逆止弁が最も下方に位置する開弁状態でのドレインパイプ下端部分を示

す断面図。

[図3]逆止弁が最も上方に位置する閉弁状態でのドレインパイプ下端部分を示

す断面図。

[図4] 図3 のA _ A線に沿う断面図。

[図5]逆止弁の油面高さと圧力差に応じた逆止弁の作動特性を示す特性図 （A

) と、 ドレインパイプ要部の断面図 （B ) と、を対比して示した説明図。

[図6]逆止弁の第 2 実施例を示す要部の断面図。

[図7]逆止弁の第3 実施例を示す要部の断面図。

[図8]逆止弁の第4 実施例を示す要部の断面図。

[図9]逆止弁の第 5 実施例を示す要部の断面図。

[図10]逆止弁の第 6 実施例を示す要部の断面図。

[図11] 逆止弁の第 7 実施例を示す要部の断面図。

[図12]逆止弁の第 8 実施例を示す要部の断面図。

発明を実施するための形態
[0024] 以下、図示実施例により本発明を説明する。図 1 に示すように、オイルミ

ストセパレ一タ 1は、内燃機関のシリンダへッドの上部に取り付けられるへ

ッドカバ一の内部に設けられており、クランク室からプロ一バイガスが導入

されるガス導入部 2 と、導入されたプロ一バイガスからオイルミストを分離

するオイルミスト分離部 3 と、オイルミスト分離後のガスを吸気系へ供給す

るガス出口部4 と、分離されたオイルを内燃機関のシリンダへッドの内部へ

排出するドレインパイプ5 と、を備えている。オイルミスト分離部 3 では、

例えばプロ一バイガスを衝突板に衝突させることにより気液分離が行われる

。 ドレインパイプ5 は、車両搭載状態でオイルミストセパレ一タ 1の下壁部

より概ね鉛直下方へ延びており、その下端がシリンダへッドの内部に開放し

、オイルミストセパレ一タ 1内のオイルをシリンダへッド内へ滴下するよう



に構成されている。そして、この ドレインパイプ5 の下端部に逆止弁 1 0 が

取り付けられている。

[0025] 次に、図 2 〜図 5 を参照 して、本実施例の要部をなす ドレインパイプ5 及

び逆止弁 1 0 を含む ドレイン構造について説明する。なお、図 2 は上下に移

動する逆止弁 1 0 が最も下方に位置する開弁状態の断面図、図 3 は逆止弁 1

0 が最も上方にある閉弁状態の断面図であり、図4 は ドレインパイプ5 の下

端部を示す図 3 のA _ A 線に沿う断面図である。

[0026] ドレインパイプ5 は、合成樹脂材料によりオイルミス トセパ レ一タ 1 の少

なくとも一部と一体的に形成されるもので、オイルミス トセパ レ一タ 1 の下

壁部より下方へ延びる円筒状の筒部 6 を主体としている。この ドレイン 《ィ

プ5 の下端部内側には、下向きに凸な略円錐状の面をなす着座部 7 が設けら

れており、この着座部 7 の中央に、筒部 6 よりも小径のオイル排出孔 8 が ド

レインパイプ5 の軸方向に沿って貫通形成されている。

[0027] また、オイル排出孔 8 の周囲に位置する上記の着座部 7 には、径方向に延

びる4 本の補助オイル排出通路 9 が周方向に等間隔置きに形成されている。

各補助オイル排出通路 9 は、径方向に延在するスリツ卜状に形成されており

、従って、着座部 7 は実質的に4 つの円弧状部分に分割されている。図 2 に

示すように、後述する逆止弁 1 0 の弁頭部 1 2 が着座部 7 に着座 している状

態において、 ドレインパイプ5 内に溜まったオイルが補助オイル排出通路 9

を通 してオイル排出孔 8 から排出可能である。

[0028] 逆止弁 1 0 は、 ドレインパイプ5 の下端部よりも下方に配置された円板状

の弁体 1 1 と、 ドレインパイプ5 の筒部 6 内にオ リフィスとなる微小間隙∆

D を隔てて嵌合 した弁頭部 1 2 と、両者を一体的に連結する棒状をなす軸部

3 と、から構成されている。筒部 6 内に収容された上記弁頭部 1 2 は、上

記微小間隙∆ Dの存在によ ドレイン プ5 の軸方向に移動可能であり、

かつ軸部 1 3 は、オイル排出孔 8 よりも小径であって、同様に、 ドレインパ

イブ5 の軸方向に移動可能な状態でオイル排出孔 8 を貫通 している。従って

、逆止弁 1 0 は、全体として、 ドレインパイプ5 の軸方向つまり上下方向に



所定量移動可能である。逆止弁 1 0 の下端 に位置する弁体 1 1 は、逆止弁 1

0 が最も鉛直上方に位置する図 5 ( B ) に示す閉弁状態のときに、オイル排

出孔 8 の下端開口を閉塞 シール し、逆止弁 1 0 が下降することによって、

才ィル排出孔 8 よりも下方に離間 して、 このオイル排出孔 8 を開放するよう

に構成 されている。

[0029] 弁頭部 1 2 は、所定半径の球形 をなす。本実施例では、弁頭部 1 2 は、才

ィル中で浮子 と して機能するように、オイルよりも密度が小さ く設定されて

お り、例えば合成樹脂材料により中空形状 に形成 されている。 この弁頭部 1

の半径は筒部 6 の半径 よりも微小間隙 ∆ D 分だけ短 く設定されている。 ま

た、弁頭部 1 2 は、図 2 に示すように、逆止弁 1 0 が最も下方に位置する開

弁状態のときに、 ドレインパイプ 5 下端のオイル排出孔 8 の周縁 に設けられ

た着座部 7 の上面に着座するようになっている。 この開弁状態では、図 2 の

矢印 Y 1 で示すように、 ドレインパイプ 5 内に溜 まっているオイルが、弁頭

部 1 2 と筒部 6 との間の微小間隙 ∆ D 及び補助オイル排出通路 9 を経由 して

下方の機関内部へ と排出される。

[0030] 微小間隙 は、筒部 6 に嵌合 した弁頭部 1 2 の上下の間で圧力差 を保持

し得 るように十分に小さ く設定されてお り、例えば、 ドレインパイプ 5 の半

径の 1 / 1 0 以下、具体的には 1 m m以下に設定されている。上記筒部 6 は

、少な くとも上記弁頭部 1 2 が移動する範囲においては一定通路断面の単純

な円筒形 に構成 されてお り、従 って、弁頭部 1 2 の上下位置に拘わ らず、微

小間隙 は一定に与え られる。

[0031 ] 次 に、図 5 を参照 して、逆止弁 1 0 に作用する力及びその動作について説

明する。逆止弁 1 0 に作用する主な力 と しては、逆止弁 1 0 の自重による下

向きの力 F と、 ドレインパイプ 5 内に溜 まったオイルの重力による下向き

の力 F 2 と、 ドレインパイプ 5 に溜 まったオイルか ら主に弁頭部 1 2 に作用

する浮力か らなる上向きの力 F 3 と、吸気負圧が作用するオイル ミス トセパ

レ一タ 1 内の圧力 （負圧） と機関内部の圧力 との圧力差 により弁頭部 1 2 に

作用する上向きの力 F 4 と、がある。従 って、逆止弁 1 0 は、主 と して下向



きの力 （F 1 + F 2 ) と上向きの力 （F 3 + F 4 ) との大小関係に応 じて作

動することとなる。

[0032] ここで、逆止弁 1 0 の自重による力 F 1 は一定であり、オイルの重力によ

る力 F 2 及び浮力による力 F 3 は油面 1 4 の高さに応 じて変化 し、また力 F

4 は圧力差に応 じて変化するため、逆止弁 1 0 は、油面高さと圧力差とに応

じて作動することとなる。

[0033] 図 5 ( A ) は、油面高さと圧力差に応 じた逆止弁 1 0 の作動状態を示す説

明図である。図中、逆止弁 「閉」の領域は、逆止弁 1 0 が最も上方に位置す

る閉弁状態となる領域であり、逆止弁 「開」の領域は、逆止弁 1 0 が閉弁状

態よりも下方に位置する状態 （図 2 ，図 3 参照）となる領域である。

[0034] 機関停止状態では、補助オイル排出通路 9 を通 して ドレインパイプ5 内の

オイルが最終的には完全に排出されるために、オイルによる力 F 2 や力 F 3

が生 じず、また吸気負圧が作用 しないために圧力差による力 F 4 も生 じない

。従って、逆止弁 1 0 は自重による力 F によって最も下方に位置する開弁

状態となる。

[0035] このような機関停止状態での開弁状態から内燃機関の運転を開始すると、

オイルミス トセパ レ一夕に作用する吸気負圧によって圧力差が大きくなり、

ドレインパイプ5 内にオ リフィスとなる微小間隙∆ D を介 して配置された弁

頭部 1 2 の上下に圧力差が生 じて、上方へ作用する力 F 4 が逆止弁 1 0 の自

重による力 F 1 を上回るために、逆止弁 1 0 が上方へ速やかに作動 して、図

3 および図 5 ( B ) に示す閉弁状態となる。なお、逆止弁 1 0 がオイル排出

孔 8 を閉 じると、圧力差による力 F 4 は、弁体 1 1 に作用する。

[0036] このような閉弁状態で、 ドレインパイプ5 内にオイルが溜まり、その油面

4 の高さ位置が上昇 してくると、オイルの重力による下向きの力 F と浮

力による上向きの力 F 3 とが逆止弁 1 0 に作用する。油面高さが閉弁状態で

の弁頭部 1 2 下端よりも低い範囲a では、油面 1 4 が弁頭部 1 2 に達 して

いないために浮力 （力 F 3 ) はほとんど発生せず、油面高さの上昇に伴って

下向きの力 F 2 が大きくなるために、図 5 ( A ) に示すように、油面高さの



上昇に応 じて逆止弁 1 0 はやや開き易 くなるが、運転中の圧力差が極端 に小

さ くない限 りは、逆止弁 1 0 は開作動 しない。

[0037] 閉弁状態における油面高さ位置が弁頭部 1 2 と交差する範囲 2 では、油

面高さの上昇に伴 って、弁頭部 1 2 が油面下に沈む体積が大 きくなるために

、浮力による上向きの力 F 3 の増加分が、オイルの重力による下向きの力 F

2 の増加分を上回る形 となる。従 って、図 5 ( Α ) に示すように、油面高さ

の上昇に伴 って逆止弁 1 0 は開きに くくな り、逆止弁 「閉」領域が拡大する

。つまり、弁頭部 1 2 の浮力が、圧力差 による力 F 4 に加えて、オイルを ド

レインパイプ 5 内に適当な高さまで保持することに寄与する。

[0038] 閉弁状態における油面高さ位置が弁頭部 1 2 よりも高い範囲 3 では、既

に弁頭部 1 2 が完全に油面下に沈んでいるために、浮力による F 3 は一定で

ある。そ して、油面高さの上昇に伴 ってオイルの重力による下向きの力 F 2

が増加 してい くため、図 5 ( Α ) に示すように、油面高さの上昇に伴 って逆

止弁 1 0 は開き易 くな り、圧力差 による力 F 4 に対 して、 （F 1 + F 2 ) >

( F 3 + F 4 ) の関係 となった段階で、逆止弁 1 0 が開 く。

[0039] 実際の機関運転状態では、オイル ミス トセパ レ一タ 1 か ら排出されるオイ

ルによる油面高さの変動に加えて、吸気脈動等の影響 により上記の圧力差 も

変動することか ら、 ドレインノ《ィプ 5 内にオイルがある程度溜 まっている状

態で、逆止弁 「開」領域 と 「閉」領域 とが頻繁 に切 り換わ り、逆止弁 1 0 の

開閉作動が繰 り返されることとなる。

[0040] なお、図 5 は、横軸 を圧力差 と して示 しているが、オ リフィスとなる微小

間隙 ∆ D によって弁頭部 1 2 に上向きに作用する力 F 4 はプロ一バイガスの

流量に依存するので、例えばプロ一バイガス発生量が少ないアイ ドル時には

逆止弁 1 0 が開いてお り、 プロ一バイガス発生量が多い高速高負荷側の領域

で逆止弁 1 0 が閉作動するように設定することも可能である。

[0041 ] このような本実施例 によれば、弁頭部 1 2 と弁体 1 1 とを両端 に備えた逆

止弁 1 0 がオイル排出孔 8 に組み付けられた簡素な構成であ りなが ら、機関

運転状態では、 ドレインパイプ 5 内に少量のオイルが残存する状態で逆止弁



o の開閉作動が繰 り返されて、逆止弁 1 0 を概ね閉弁状態に維持すること

ができ、機関内部からのオイル排出孔 8 を通 したプロ一バイガスの逆流を抑

制することができる。従って、プロ一バイガスによる吸気系へのオイルの持

ち出しゃ吹き出しの発生を抑制することができる。

[0042] 特に、オイル排出孔 8 を外側から開閉する弁体 1 1 とは別に、 ドレインノく

イブ5 の筒部 6 内に微小間隙 を介 して嵌合 した弁頭部 1 2 を具備 し、こ

の弁頭部 1 2 が圧力差による力 F 4 を確実に受けるので、例えば、逆止弁 1

0 が開弁 している機関停止状態から機関運転状態へ移行 した際に、逆止弁 1

0 が確実に閉弁状態に移行する。つまり、圧力差と油面高さとによる所期の

開閉動作をより安定的に得ることができる。

[0043] なお、油面高さと圧力差との関係で逆止弁 1 0 が開き、 ドレインパイプ5

内部のオイルが排出されたとき （図 2 参照）には、油面高さの低下に対 し、

弁頭部 1 2 に作用する圧力差による力 F 4 によって逆止弁 1 0 が直ちに上方

(閉方向）へ作動 しょうとするので、オイル排出孔 8 は速やかに再び閉塞さ

れる。従って、機関内部からのプロ一バイガスの逆流ひいてはオイルの逆流

は確実に抑制される。

[0044] また、上記実施例では、弁頭部 1 2 が球形であるために、仮に逆止弁 1 0

が軸方向に対 して傾斜する方向に傾いても、弁頭部 1 2 と ドレインパイプ5

との間の微小間隙∆ D における流路断面積が変化することはなく、上述 した

特性を安定 して得ることができる。

[0045] このような本実施例の構造を適用 した場合、 ドレインパイプ5 内に過度に

オイルが溜まることがないために、 ドレインノ《ィプ5 を短かくすることがで

きる。これによつて、オイルミス トセパ レ一タ 1 の大きさが抑制され、搭載

性が向上するとともに、製品の小型化により流通過程での費用を削減するこ

とが可能となるなど、実用上多大な効果を奏することができる。

[0046] 更に、 ドレインパイプ5 の高さを抑えられるために、 レイアウ トの自由度

が高くなる。従って、高効率な （通気抵抗が大きい）オイルミス トセパ レ一

タにも対応でき、寸法的な条件の厳 しい場合でも ドレインパイプ5 を付加す



ることが可能である。

[0047] 次 に、図 6 に基づいて、本発明の第 2 実施例 を説明する。 この第 2 実施例

は、 ドレインパイプ 5 および逆止弁 1 0 の基本的な形状は前述 した実施例 と

同様であ り、 ドレインパイプ 5 の主体をなす筒部 6 の下端部 には、着座部 7

、オイル排出孔 8 、補助オイル排出通路 9 、がそれぞれ形成 されている。な

お、 この実施例では、 3 本の補助オイル排出通路 9 が等間隔に形成 されてお

り、従 って、着座部 7 は実質的に 3 つの円弧状部分に分割されている。

[0048] また逆止弁 1 0 は、前述 した実施例 と同様 に、オイル排出孔 8 を下側つま

り外側か ら開閉する円板状の弁体 1 1 と、筒部 6 内に微小間隙 を介 して

嵌合 した球形 をなす弁頭部 1 2 と、オイル排出孔 8 を貫通 して延び、かつ上

記の弁体 1 1 と弁頭部 1 2 とを連結 した棒状の軸部 1 3 と、 を備えている。

[0049] ここで、本実施例では、弁体 1 1 と軸部 1 3 の一部 とを含む逆止弁 1 0 の

下半部 1 O A が弾性変形可能なゴムか ら構成 されてお り、弁頭部 1 2 と軸部

1 3 の一部 とを含む逆止弁 1 0 の上半部 1 0 B が硬質合成樹脂か ら構成 され

ている。 これ らの下半部 1 O A と上半部 1 0 B とは、軸部 1 3 の中間に位置

する接合面 2 において一体に接合されている。なお、軸部 1 3 においては

、接合面 2 よりもさらに下方 まで硬質合成樹脂か らなる小径の中心軸部 2

2 が延長されてお り、 この中心軸部 2 2 の外周にゴムか らなる下半部 1 O A

の軸部 1 3 部分が設けられている。

[0050] 例 えば、弁頭部 1 2 を含む上半部 1 0 B を予め硬質合成樹脂 にて成形 した

後、 これを下半部 1 0 A を成形するための金型内にセ ッ トし、 この金型を用

いてゴム材料にて下半部 1 O A を成形することで、 ゴム製の下半部 1 O A が

合成樹脂製の上半部 1 0 B に加硫接着 されている。

[0051 ] このような構成の逆止弁 1 0 によれば、筒部 6 とは別に逆止弁 1 0 を製造

した後 に、筒部 6 の内側 に逆止弁 1 0 を揷入 し、かつ強 く押 し込むことで、

円板状の弁体 1 1 が弾性変形 しつつオイル排出孔 8 を通過することができる

。従 って、筒部 6 先端部 を半割構造 と した り、弁体 1 1 と弁頭部 1 2 とを軸

部 1 3 の揷入後 に一体に接合するなどの複雑な工程 を用いることな く、軸部



1 3 の両端に弁体 1 1 と弁頭部 1 2 とを備えた逆止弁 1 0 をオイル排出孔 8

に容易に組み付けることができ、オイルミス トセパ レ一タ 1全体の組立工程

が簡素なものとなる。

[0052] また、筒部 6 内で上下動する弁頭部 1 2 は硬質合成樹脂製のものであるの

で、逆止弁 1 0 全体をゴム製とした場合に比較 して、摺動に伴う摩耗が比較

的少ないものとなる。

[0053] ここで、上記実施例の弁頭部 1 2 は、硬質合成樹脂材料から中実に成形さ

れているので、その密度はオイルの密度よりも高い。このような場合には、

弁頭部 1 2 は浮子としては機能 しないが、弁頭部 1 2 がオイル中にあるとき

に弁頭部 1 2 の浮力による力 F 3 が作用 し、これによつて逆止弁 1 0 の自重

の一部が相殺される点では、前述 した実施例と変わりがなく、基本的に前述

した図 5 と同様の特性が得 られる。

[0054] より詳 しくは、この第 2 実施例は、 ドレインパイプ5 および逆止弁 1 0 が

比較的小型の構成に適 しており、逆止弁 1 0 全体の絶対的な重量が比較的小

さい。従って、プロ一バイガスが微小間隙 を流れることにより生 じる上

向きの力 F 4 によって容易に逆止弁 1 0 が閉作動 し、さらに、前述 した浮子

としての作用に依存せずに、圧力差によってある程度の油面高さまでは、才

ィルが蓄えられる。

[0055] —つの具体的な実施例では、筒部 6 の内径が 6 m mであるときに、直径 5

m mの弁頭部 1 2 を有する逆止弁 1 0 が数 g の重量のものとして構成され得

る。このように重量が小さな逆止弁 1 0 では、プロ一バイガスが微小間隙∆

D を流れることにより生 じる上向きの力 F 4 に逆止弁 1 0 が敏感に応答 して

動作するので、例えば、プロ一バイガス発生量が少ないアイ ドル時には逆止

弁 1 0 が開いており、プロ一バイガス発生量が多い高速高負荷側の領域で逆

止弁 1 0 が閉作動するように設定することが容易となる。

[0056] 次に、図 7 は、逆止弁 1 0 の第 3 実施例を示 しており、この実施例では、

上記第 2 実施例とは逆に、弁体 1 1 と軸部 1 3 の一部とを含む逆止弁 1 0 の

下半部 1 O A が硬質合成樹脂から構成されており、弁頭部 1 2 と軸部 1 3 の



一部 とを含む逆止弁 1 0 の上半部 1 0 B が弾性変形可能なゴムか ら構成 され

ている。なお、 この場合、中心軸部 2 2 は、硬質合成樹脂製の下半部 1 O A

の一部 と して形成 されてお り、接合面 2 か らゴム製の上半部 1 0 B の内部

へ と延びている。

[0057] このような第 3 実施例では、弁頭部 1 2 が弾性変形可能であるので、筒部

6 の外側か ら弁頭部 1 2 を変形 させつつオイル排出孔 8 に押 し込むことで、

オイル排出孔 8 内に組み付けることができる。特 に、筒部 6 の外側か ら揷入

作業 を行える点は、第 2 実施例 に比べて有利 となる。

[0058] 次 に、図 8 および図 9 は、逆止弁 1 0 の第 4 実施例および第 5 実施例 をそ

れぞれ示 している。 これ らの実施例は、オイル排出孔 8 を開閉する弁体 1 1

の下面 3 を円錐面 と したものであ り、第 4 実施例は中心軸線 に対する傾斜

角 が 6 0 ° であ り、第 5 実施例は同傾斜角 が 4 5 ° である。

[0059] 図示例では、逆止弁 1 0 全体が硬質合成樹脂か らな り、弁体 1 1 と弁頭部

2 とを別々に成形 した後 に、オイル排出孔 8 を通 して両者が一体に組み立

て られている。具体的には、軸部 1 3 が弁体 1 1 と一体に成形 されていると

ともに、球形 をなす弁頭部 1 2 に軸部 1 3 上端が嵌合する取付孔 3 2 が凹設

されてお り、軸部 1 3 をオイル排出孔 8 に揷通させた状態で、例えば接着剤

を介 して軸部 1 3 先端が取付孔 3 2 内に固定されている。

[0060] このように弁体 1 1 の下面 3 を円錐面 と した構成では、 この下面 3 に

付着 した油滴が傾斜 によつて滴下 し易 くな り、過度 に大 きな油滴 に成長する

ことがない。そのため、油滴の重量による逆止弁 1 0 の開閉特性の変化が抑

制 される。特 に、数 g 程度の軽量な逆止弁 1 0 では、油滴の重量による挙動

の変化が大 きなものとなるが、下面 3 を傾斜面 と して大 きな油滴の付着 を

防止することで、その影響が抑制 される。

[0061 ] 次 に、図 1 0 は、第 4 ，第 5 実施例の変形例 と して、逆止弁 1 0 の第 6 実

施例 を示 している。 この実施例では、弁体 1 1 の下面 3 1 がやは り円錐面を

な しているが、 この円錐面の周囲に、平坦なフランジ面 3 4 が環状 に形成 さ

れている。 このような構成 においても、前述 した第 4 ，第 5 実施例 と同様 に



、円錐面によって油滴の滴下が促進され、逆止弁 1 0 の挙動を安定したもの

とすることができる。

[0062] ここで、第 6 実施例においては、やはり逆止弁 1 0 全体が硬質合成樹脂か

ら構成されているが、軸部 1 3 が弁頭部 1 2 と一体に成形されており、弁体

1 1側に凹設した取付孔 3 5 に軸部 1 3 下端が嵌合し、接着剤等で固定され

ている。

[0063] また、図 1 1は、第 6 実施例の変形例となる第 7 実施例を示している。こ

の実施例では、弁体 1 1の下面 3 1が、直線的な円錐面ではなく、湾曲面、

具体的には半球面をなしている。このような構成においても、油滴の滴下が

促進される。

[0064] 次に、図 1 2 は、逆止弁 1 0 の第 8 実施例を示している。この実施例は、

第 2 実施例と同様に、弁体 1 1 と軸部 1 3 の一部とを含む逆止弁 1 0 の下半

部 1 O A が弾性変形可能なゴムから構成されており、弁頭部 1 2 と軸部 1 3

の一部とを含む逆止弁 1 0 の上半部 1 0 Bが硬質合成樹脂から構成されてい

る。そして、第 5 実施例と同様に、油滴の滴下を促進するために、弁体 1 1

の下面 3 が円錐面に形成されている。

[0065] ここで、上記弁体 1 1の上面つまりオイル排出孔 8 を開閉するシール面4

1 には、円錐面に沿った周縁部を残して中央部分に肉抜き部4 2 が形成され

ている。換言すれば、弁体 1 1は、シール面4 1が実質的に環状となった傘

状の形状をなしている。

[0066] このような構成によれば、前述したように弁体 1 1 を変形させつつオイル

排出孔 8 に挿入する際に、弁体 1 1が細く変形しやすくなり、オイル排出孔

8 への挿入が容易となる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 内燃機 関のプロ一バイガスか らオイル ミス トを分離 し、分離後のガ

スを吸気系へ供給するとともに、分離 したオイル を ドレイ ンパイプを

通 して内燃機 関の内部へ排 出するオイル ミス トセパ レ一夕のオイル ド

レイン構造 において、

上記 ドレイ ンノ《ィプの下端 にオイル排 出孔が該 ドレイ ンノ《ィプの軸

方向に沿 つて貫通形成 されるとともに、 このオイル排 出孔 を開閉する

逆止弁 を有 し、

この逆止弁は、

上記 ドレインパイプの下端 よ りも下方 に位置 し、上記オイル排 出孔

を下面側か ら開閉する弁体 と、

上記 ドレインノ《ィプ内に才 リフイスとなる微小間隙を介 して嵌合 し

、かつ上記 ドレイ ンパイプの軸方向に移動可能な弁頭部 と、

上記オイル排 出孔 を貫通 して延び、上記弁体 と上記弁頭部 とを連結

した軸部 と、

を備 えてなるオイル ミス トセパ レ一夕のオイル ドレイン構造。

[ 請求項 2 ] 上記 ドレイ ンパイプは、少な くとも上記弁頭部の移動範囲において

は一定断面形状 を有する、請求項 1 に記載のオイル ミス トセパ レ一タ

の オ イル ドレイ ン構造。

[ 請求項 3 ] 上記弁頭部の密度が上記オイルの密度 よ りも低 い、請求項 1 または

に記載のオイル ミス トセパ レ一夕のオイル ドレイン構造。

[ 請求項 4 ] 上記弁頭部が上記オイル排 出孔上端の着座部 に着座 した状態 におい

てオイルが排 出されるように、上記着座部 に補助オイル排 出通路が形

成 されている、請求項 1 ~ 3 のいずれかに記載のオイル ミス トセノ《レ

—夕のオイル ドレイン構造。

[ 請求項 5 ] 上記弁頭部が球形 をなす請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載のオイル ミ

ス トセパ レ一 夕の オ イル ドレイ ン構造。

[ 請求項 6 ] 上記逆止弁は、上記弁頭部 および上記弁体の一方が弾性変形可能な



ゴムか らな り、かつ他方が合成樹脂か らな り、 ゴム部分 を変形 させつ

つ上記オイル排 出孔 に揷入される、請求項 1 ~ 3 のいずれかに記載の

オ イル ミス トセパ レ一 夕の オ イル ドレイ ン構造。

[ 請求項 7 ] 上記弁体の下端面が、下方へ突出 した円錐面ない し湾曲面 をな して

いる請求項 1 ~ 7 のいずれかに記載のオイル ミス トセパ レ一夕のオイ

リレドレイ ン構造。
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